
貸 借 対 照 表

令和  7年 6月30日 現在

資 産 の 部

科 目 金 額

（単位：円）

流 動 資 産【 】 　       329, 735, 082【 】

現 金 　            93, 776

普 通 預 金 　       316, 585, 045

商 品 　         2, 145, 470

立 替 金 　           199, 987

未 収 入 金 　         9, 351, 318

仮 払 金 　            49, 160

前 払 費 用 　         1, 053, 526

未 収 消 費 税 等 　           263, 800

貸 倒 引 当 金           △7, 000

固 定 資 産【 】 　        13, 464, 887【 】

有 形 固 定 資 産［ ］ 　         9, 892, 823［ ］

車 両 運 搬 具 　           337, 302

工 具 器 具 備 品 　         4, 055, 521

建 設 仮 勘 定 　         5, 500, 000

無 形 固 定 資 産［ ］ 　         3, 498, 844［ ］

ソ フ ト ウ ェ ア 　           758, 253

商 標 権 　           148, 002

営 業 権 　         2, 592, 589

投資その他の資産［ ］ 　            73, 220［ ］

長 期 前 払 費 用 　            29, 220

敷 金 　            44, 000

繰 延 資 産【 】 　         3, 695, 826【 】

加 入 金 　         3, 695, 826

資 産 合 計 　       346, 895, 795

負 債 の 部

科 目 金 額

（単位：円）

流 動 負 債【 】 　       177, 310, 122【 】

短 期 借 入 金 　        10, 004, 000

未 払 金 　        46, 602, 586

未 払 法 人 税 等 　           270, 100

前 受 金 　       115, 794, 266

預 り 金 　         4, 639, 170

固 定 負 債【 】 　        57, 359, 000【 】

長 期 借 入 金 　        29, 964, 000

長 期 未 払 金 　        27, 395, 000

負 債 合 計 　       234, 669, 122

純 資 産 の 部

株 主 資 本【 】 　       112, 226, 673【 】

資 本 金［ ］ 　       200, 000, 000［ ］

資 本 剰 余 金［ ］ 　       129, 000, 000［ ］

資 本 準 備 金 　       129, 000, 000

利 益 剰 余 金［ ］     △216, 773, 327［ ］

その他利益剰余金（ ）     △216, 773, 327（ ）

繰 越 利 益 剰 余 金     △216, 773, 327

純 資 産 合 計 　       112, 226, 673

負債・純資産合計 　       346, 895, 795



個 別 注 記 表
自  令和  6年 7月 1日

至  令和  7年 6月30日

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(１)資産の評価基準及び評価方法

　　  たな卸資産の評価基準

　　　・・・最終仕入原価法による原価法

　(２)固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産

　　　定率法

　　  無形固定資産

　　　定額法

　(３)引当金の計上基準

　　貸倒引当金・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規

　　　　　　　　　　　　定による法定繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

　　　　　　　　　　　　回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(４)消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税抜方式により処理しております。

 （５）会計上の見積りに関する注記

　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を適用し

　　ております。会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって

　　翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次の通りです。

　　繰延税金資産　　0円

　(６)リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

　　いては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理を行っております。

２.株主資本等変動計算書に関する注記

　(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　発行済株式

　　　普通株式（発行済株式）

　　　　前期末株式数（発行済普通株式）　　　           3,280株

　　　　当期増加株式数（発行済普通株式）　　           3,300株

　　　　当期末株式数（発行済普通株式）　　　           6,580株

　　当社は、2025年6月25日開催の臨時株主総会に基づき、3,300株の増資を行いました。

３.１株当たり情報に関する注記

　(１)１株当たりの純資産額　　　　　　　　　　　　　　          17,055円72銭

　(２)１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額　　        △11,337円58銭

　




